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ポイント

＜決算実績＞

 不動産関連等において資産回転型ビジネスの推進が奏功した影響等により、

売上総利益は前期比1.4%増加。

 連結累計期間における純利益は米国税制改正の影響（81億円）等もあり、

前期比8.0%増加し、2期連続過去最高益を更新。

＜配当＞
 年間配当金は前期比5円50銭増配の23円50銭（配当性向30.4%）。

＜契約実行高＞
 航空関連や不動産関連のほか、鉄道貨車等の取引が伸長した結果、

MMCダイヤモンドファイナンス（MDF）を連結除外した影響を打ち返し、前期比11.9%増加。

＜営業資産残高＞
 航空関連や不動産関連等のビジネスが伸長したことに加え、米国販売金融会社ENGS 

Holdings Inc.（ENGS）を連結子会社化したこと等により、 前期末比2.8%増加。

サマリー
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決算実績
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2019/3期
前期比（増減） 前期比

（増減率）

（参考）
MDF

影響控除
2018/3期

内、為替影響

1 売上高 8,642 -57 -26 -0.7% +118 8,699

2 売上総利益 1,583 +21 -8 +1.4% +115 1,561

3 営業利益 803 +10 -4 +1.4% +40 792

4 経常利益 876 +14 -5 +1.7% +49 861

5 純利益 687 +51 -4 +8.0% +50 636

6 年間配当金 23円50銭 +5円50銭 - - - 18円00銭

7 契約実行高 17,296 +1,840 -99 +11.9% +2,791 15,456

8 為替換算レート（*1） $1=110.43円 - $1=112.19円

9 営業資産残高 50,464 +1,372 -346 +2.8% +3,797 49,092

10 為替換算レート（*2） $1=111.00円 - $1=113.00円

※1 親会社株主に帰属する当期純利益
※2 一株あたり年間配当金（中間配当金9円50銭、期末配当金14円00銭）
※3 2018年4月にMMCダイヤモンドファイナンス（MDF）の全保有株式を譲渡したことにより、

同社が連結子会社から外れた影響控除後の前期比

※1

*1： 海外子会社の損益計算書適用レート（$）

*2： 海外子会社の貸借対照表適用レート（$）

 2019年3月期連結累計期間における純利益は、2期連続で過去最高益を更新

 20期連続増配。配当性向は30.4%となり、今中計期間中の目標30%を1年前倒しで達成

（金額単位：億円）

※3

※2

(a)

(b)

(c)

(d)
(e) (f)



552
585 605

84 30

81

2018/3期

（実績）

2019/3期

（予想）

2019/3期

（実績）

当期純利益 米国税制改正の影響

米国税制改正の影響

 米国税制改正影響を除いた当期純利益 は、前期比53億円（552億円→605億円）増加、

期初予想比20億円（585億円→605億円）増加

※

636

（金額単位：億円）

687

※ 親会社株主に帰属する当期純利益

※
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親会社株主純利益の増減要因
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（金額単位：億円）

636

687

2018/3期

純利益
+51

売上総利益
+115

①
②

経費増加
▲83

その他
+8

貸倒
関連費用

+8

特別損益
+25

MDF株式
売却益

+9

税金費用等
増加
▲24

⑤

2019/3期

増加要因 減少要因

MDF連結
除外
▲8

未更新

①売上総利益  不動産や環境・エネルギー事業部門等の収益拡大

②経費  重点産業分野の成長基盤強化やENGS買収等に係る費用を計上

③貸倒関連費用  運輸関連や不動産関連で戻入を計上

④その他  社会インフラ等の出資参画先からの持分法利益増加等

⑤特別損益  政策保有株式の売却等

⑥税金費用等  利益の積上げにより前期比増加（米国税制改正影響は前期比横ばい）

⑦ MDF株式譲渡  MDFの株式譲渡による売却益

⑧ MDF連結除外  MDFの連結除外の影響

⑦ ⑧

⑥③ ④
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部門別事業収益の増減要因
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（金額単位：億円）

国内外
ｶｽﾀﾏｰ

航空 不動産 ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
環境
ｴﾈﾙｷﾞｰ

ﾍﾙｽｹｱ
ｲﾝﾌﾗ・
企業投資

連結調整 MDF 連結合計

1 2019/3期 792 676 363 153 66 45 34 6 - 2,139

2 2018/3期 759 679 304 101 46 40 24 0 99 2,056

増減 主な要因 対象

国内外
カスタマー

+32

国内は採算性をより
重視した営業を展開
海外はアジア・米国が
伸長

国内カスタマーに属する
部店・国内子会社、
海外カスタマーに属する
部店・拠点

航空 ▲3
為替影響（10億）を
主因に、前期比微減

航空事業部、JSA、ELF

不動産 +59
売却収入、リース収入
が増加

不動産事業部、MULP、
MURI､DAF､御幸ビル等

ロジ
スティクス

+51
海上コンテナ・鉄道
貨車のリース収入が
増加

ロジスティクス事業部､船舶
営業部､ モビリティサービス部､
BIL、MULR、MAL等

環境･
エネルギー

+20
売電収入、売却収入
が増加

環境・エネルギー事業部、
MEI、太陽光SPC等

ヘルスケア +4
事業グループ会社の
収益が拡大

ヘルスケア事業部、
日医リース等

インフラ･
企業投資

+10
英国の上水道会社へ
の出資参画等による
事業収益が増加

インフラ事業部、企業投資部、
JII､事業投資先等

事業収益：売上総利益（資金原価控除前）に持分法利益と受取配当金を加算した値

増加要因 減少要因

2,139

2019/3期

2,056

2018/3期

不動産

+59

国内外

カスタマー

+32

ロジ

スティクス

+51

ヘルスケア

+4

環境・

エネルギー

+20

航空

▲3

インフラ・

企業投資

+10 連結調整

+6

MDF

▲99

事業収益
（MDF影響控除）

+182

※ 子会社略称の詳細はP.9～12に記載

※



アジア・

オセアニア
40%

ヨーロッパ
26%

アメリカ
26%

中東
8%

合計

160機

航空

◆主要会社

2018/3期 2019/3期 前期末比

合計 9,389 10,354 +965

航空機 7,204 7,915 +711

エンジン 2,185 2,439 +254

◆航空関連資産の保有状況

会社 持分比率 主な事業内容

三菱UFJリース（航空事業部） - JOL

Jackson Square Aviation（JSA） 100% 航空機リース

Engine Lease Finance（ELF） 100%
航空機エンジンリース、
パーツアウト事業

2018/3期 2019/3期 前期末比

航空機体数 143機 160機 +17機

購入機体数 18機 27機 +9機

売却機体数 18機 10機 -8機

エンジン基数 276基 300基 +24基

◆航空関連残高

※2

※1

※1

※1 連結調整後の値（PL上認識する売却損益に対する機体数とは一致しない）
※2 間接保有分を含む

（金額単位：億円） ◆保有航空機内訳（19年3月期末時点）

①アセットタイプ別 ②地域別

ナローボディ
90%

その他
10%

合計

160機

◆地域別保有エンジン内訳
（19年3月期末時点）

アジア・

オセアニア
26%

ヨーロッパ
32%

アメリカ
27%

中東
15%

合計

300基
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首都圏
66%

近畿圏
21%

中京圏
11%

その他
2%

2018/3期 2019/3期 前期末比

合計（A+B） 1,805 2,129 +324

国内（A） 1,671 1,784 +114

デット 817 855 +38

エクイティ
（C）

854 929 +75

比率（C÷A） 51.1% 52.0% +0.9P

海外（B） 134 345 +211

不動産

◆主要会社

◆不動産関連ファイナンス残高

会社 持分比率 主な事業内容

三菱UFJリース（不動産事業部） -
不動産ファイナンス、

不動産リース

MULプロパティ（MULP） 100% 不動産リース

ダイヤモンドアセットファイナンス
（DAF）

100% 不動産ファイナンス

会社 持分比率 主な事業内容

御幸ビルディング 98% 不動産賃貸・管理

MULリアルティインベストメント
（MURI）

100% 不動産関連の投資業務

MUL Realty Investments（MRI） 100% 不動産ファイナンス

※1

※3※3

（金額単位：億円）

※1 MUL・MURI・MRIにおける貸出額・出資額合算 ※3 間接保有分を含む
※2 MUL・MULPにおける不動産リース残高合算

◆国内エクイティ残高比率（19年3月期末時点）

商業
32%

オフィス
33%

物流
14%

レジデンス
2%

ホテル
19%

その他
0%

合計

929億円
合計

929億円

①アセットタイプ別 ②地域別

◆不動産リース残高

2018/3期 2019/3期 前期末比

合計 2,382 2,386 ＋4

（金額単位：億円）

※2

10



ロジスティクス/環境・エネルギー

◆主要会社

2018/3期 2019/3期 前期末比

残高合計 3,998 4,282 +283

海上コンテナ 2,082 2,150 +68

鉄道貨車 611 928 +317

船舶等 1,304 1,202 -102

◆ロジスティクス関連資産の保有状況

会社 持分比率 主な事業内容

三菱UFJリース（船舶営業部） - 船舶ファイナンス

Beacon Intermodal Leasing（BIL） 100% 海上コンテナリース

MUL Railcars（MULR） 100% 鉄道貨車リース

三菱オートリース（MAL） 50% オートリース

2018/3期 2019/3期 前期末比

海上コンテナ
フリート数

（千TEU ）

1,221 1,300 +79

鉄道貨車
車両台数
（両）

6,615 10,594 +3,979

◆ロジスティクス関連残高

※2

（金額単位：億円）

※1 TEU:Twenty Feet Equivalent Unit （20フィートコンテナ換算）
※2 間接保有分を含む
※3 バーチャルパワープラントの略

11

※1

会社 持分比率 主な事業内容

三菱UFJリース
（環境・エネルギー事業部）

-
再生可能エネルギー事業、

省エネ機器リース

MULエナジーインベストメント
（MEI）

100%
再生可能エネルギー事業の運営・

アセットマネジメント業務

MULユーティリティイノベーション
（MUI）

100% エネルギー関連事業の開発

◆主要会社

2018/3期 2019/3期 前期末比

合計 1,174 1,256 +82

エクイティ 679 801 +122

デット 495 455 -40

（参考）出力数 313MW 393MW +80MW

（参考）リース 1,528 1,467 -61

※4

※2

◆太陽光関連残高

※5

◆環境・エネルギー事業部門の主な取組
① 再生可能エネルギー事業の拡大
 ポスト太陽光として、風力・バイオマス発電事業に参画

② VPP 実証事業に参画
 エネルギー分野における新たなビジネスモデルの創出

※3

③ ASEANでの展開検討
 ASEAN中心に再生可能エネルギーの事業機会を探索

※4 プロジェクトの総出力数（拠出持分に応じて案分した値）
※5 太陽光関連のリース残高は国内外カスタマーに計上

（金額単位：億円）
※

※2019/3期のエクイティおよび合計金額を訂正（2019年8月7日）
エクイティ： （誤） 1,035 ⇒ （正） 801

残高合計： （誤） 1,490 ⇒ （正） 1,256



ヘルスケア/インフラ・企業投資

会社 持分比率 主な事業内容

三菱UFJリース
（ヘルスケア事業部）

-
医療機器リース・

診療報酬債権ファクタリング

日医リース 100% 医療機器リース・不動産リース

MULヘルスケア 100%
医療機器導入支援サービス、
医療機関向けコンサルティング

ﾍﾙｽｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ
（HMP）

66%
ヘルスケア関連の

アセットマネジメント業務

◆主要会社
※

① 医療モール事業の拡大
 クリニックや調剤薬局をテナントとする医療モールの
開発運営

 全国に広がる顧客基盤とクリニック開業支援ノウハウ
の活用

② 流動化案件の拡大
 病院や介護施設等、ヘルスケア関連施設の不動産
流動化の推進

③ 新たなサービス機能の強化
 ヘルスケア関連企業との業務提携、ネットワーク構築

 回復期分野への事業拡大

◆ヘルスケア事業部門の主な取組

◆主要会社
会社 持分比率 主な事業内容

三菱UFJリース（インフラ事業部） - インフラ投資、PFI事業

ジャパン・インフラストラクチャー・
イニシアティブ（JII）

47.6% インフラ投資

◆海外インフラ投資案件の主な実績

※

ブック先 案件概要 備考

MUL

ドイツ海底送電事業 稼働済み

アイルランド風力発電事業 稼働済み

英国水道事業会社 出資済み

英国洋上風力発電事業
2022年に

運転開始予定

JII

英国鉄道インフラ事業 稼働済み

光海底ケーブル事業
2019年末に
完成予定

英国鉄道車両保守・リース事業 稼働済み

※ 間接保有分を含む 12
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業績予想（2020年3月期）

2020/3期
前期比
（増減）

前期比
（増減率）

2019/3期

1 売上高 8,650 +7 +0.1% 8,642

2 売上総利益 1,780 +196 +12.4% 1,583

3 営業利益 870 +66 +8.2% 803

4 経常利益 940 +63 +7.3% 876

5
親会社株主に帰属する

当期純利益
700 +12 +1.7% 687

6 一株あたり配当金 25円00銭 +1円50銭 - 23円50銭

7 配当性向 31.8% +1.4P - 30.4%

（金額単位：億円）

 中期経営計画の諸施策の総仕上げを行うことで、収益拡大を見込む

 下期に複数の航空関連などの売却を想定しており、上期の進捗率は低めとなる見通し

14※1 上記数値は2019年5月15日時点での2020年3月期業績予想
※2 上記業績における想定レートは$1＝110円にて設定



親会社株主純利益の増減要因

（金額単位：億円）

687
700

2019/3期

純利益
+13

売上
総利益
+196

①

②

経費増加
▲78

その他
▲2

貸倒
関連費用
▲45 特別損益

▲59③

2020/3期

増加要因 減少要因

未更新

①売上総利益  国内外カスタマーと各事業部門の収益拡大

②経費  重点産業分野の成長基盤強化のほか、買収したENGSの新規連結影響

③貸倒関連費用  前年に計上した戻入の反動

④特別損益  前期に計上した政策保有株式売却益の反動

15

④



531 552
605

653

84

81
47

2017/3期 2018/3期 2019/3期 2020/3期

（予想）

当期純利益 米国税制改正の影響

米国税制改正の影響

636
687

（金額単位：億円）

700

※ 親会社株主に帰属する当期純利益 16

 2020年3月期の当期純利益 予想700億円には、米国税制改正影響47億円を含む

 米国税制改正影響を除いても、中計最終年度目標630億円を達成予定

※

※



10.0%
10.9% 10.7%

11.4% 11.8% 12.0% 12.2%
12.7% 13.0%

5.0 6.0 6.5 8.0 9.5 
12.3 13.0 

18.0 
23.5 25.0 

17.4% 15.5% 16.0%
18.9% 19.2% 20.0% 21.8%

25.2%

30.4%
31.8%

11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

（予想）

1株あたり配当金（円） 配当性向

配当政策について

 2020年3月期の年間配当金予想は前期比1円50銭プラスの25円00銭

 21期連続増配を目指す

自己資本比率

17
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中計2年目の振り返りと最終年度の主要施策

19

（2年目）中計施策の着実な実施が奏功し、収益に貢献｡実績を踏まえ、最終年度施策を一部見直し｡

（最終年度）今中計の確実な達成と、将来を見据えた攻守両面の種まき

中計2年目の振り返り 中計最終年度の主要施策

国内外
カスタマー

 （国内）2018年4月に改編したセクター別組織を活用して
知見の高度化とリスクテイク機能・領域を強化

 （海外）米国販売金融会社ENGS Holdings Inc.（ENGS）
の全株式を取得

 （国内）セクター戦略による新たなビジネスモデル構築と
エリア拠点のミッション明確化による効率経営の遂行

 （海外）ローカルパートナーとの連携による既存ビジネス
強化とENGSとのシナジー実現

重点産業
分野

【環境・エネルギー】
 Virtual Power Plant （VPP）事業の経産省実証参画
 太陽光以外の再生可能エネルギービジネスへの取組実施

【環境・エネルギー】

 ユーティリティ会社との戦略的パートナーシップ具現化

【不動産】
 物流専業アセットマネジメント会社（CPD ）を持分適用化
 私募REITの運用開始（MULプライベートリート投資法人）

【不動産】
 米国での投融資プラットフォーム確保・推進
 アジアパシフィックにおける投融資の拡大

【航空】
 機体売却に伴うキャピタルゲインと機体調達手段多様化

【航空】
 OEM発注のデリバリーに備えた体制整備

【ロジスティクス】
 保有鉄道貨車1万両達成

 ZMP社 と自動運転実証実験プラットフォーム開始

【ロジスティクス】

 国内外モビリティ関連ビジネスのアライアンス強化

【インフラ】
 英国水道・英国洋上風力事業会社へ出資参画

【インフラ】
 注力分野での有力プレイヤーとの協業推進

成長・
経営基盤
強化

 米ドル資金調達最適化プロジェクト実施

 リスク管理体制強化を目的に投資マネジメント部設置

 審査簡易システムの展開、RPAの活用

 新人事制度・評価制度の運用開始

 基幹システム・MUL netの改善による負荷軽減

※1 株式会社センターポイント・ディベロップメント
※2 ロボット技術をベースに自動運転技術などを中心に開発しているベンチャー企業

※1

※2
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＜取引種類別＞
2019/3期

前期比
（増減率）

2018/3期 コメント

1 リース 9,049 +21.1% 7,473

 航空関連や鉄道貨車等の
輸送用機器のほか、不動産等
の取引が拡大。

2 ファイナンスリース 5,176 +5.8% 4,892

3 オペレーティングリース 3,872 +50.1% 2,580

4 割賦 893 -10.8% 1,002

5 貸付・その他 7,353 +5.3% 6,980

 米国での売掛債権のファクタリ
ング等が増加。

6 ファクタリング 3,187 +44.7% 2,202

7 不動産関連 1,189 -1.5% 1,207

8 その他融資等 2,975 -16.7% 3,570

9 契約実行高 合計 17,296 +11.9% 15,456

＜国内外別＞

10 国内 11,114 -2.0% 11,340

 MDF連 結除外による 減少分を 、
情報機器や不動産等の取引
拡大により補填。

11 リース 5,119 +8.7% 4,711

12 割賦 893 -10.8% 1,002

13 貸付･その他 5,101 -9.3% 5,627

14 海外 6,181 +50.2% 4,115
 航空関連や鉄道貨車のほか、
米国でのビジネスが伸長。

15 海外カスタマー 3,025 +38.5% 2,185

16 その他 3,156 +63.5% 1,930

17 契約実行高 合計 17,296 +11.9% 15,456

契約実行高の状況

（金額単位：億円）
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＜取引種類別＞ 2019/3期
前期比
（増減）

前期比
（増減率）

2018/3期

1 リース 9,049 +1,576 +21.1% 7,473

2 情報関連・事務用機器 1,460 +220 +17.8% 1,240

3 産業・工作機械 1,043 -111 -9.7% 1,155

4 土木建設機械 397 -39 -8.9% 436

5 輸送用機器 3,364 +1,197 +55.3% 2,166

6 医療機器 530 -23 -4.3% 554

7 商業用およびサービス機器 675 -35 -5.0% 711

8 その他 1,577 +368 +30.5% 1,208

9 割賦 893 -108 -10.8% 1,002

10 情報関連・事務用機器 24 +2 +9.1% 22

11 産業・工作機械 109 -17 -14.0% 127

12 土木建設機械 322 +2 +0.7% 320

13 輸送用機器 50 +0 +1.5% 49

14 医療機器 92 +6 +7.7% 85

15 商業用およびサービス機器 123 -90 -42.2% 214

16 その他 170 -12 -6.6% 182

17 貸付・その他 7,353 +372 +5.3% 6,980

18 ファクタリング 3,187 +985 +44.7% 2,202

19 不動産関連 1,189 -17 -1.5% 1,207

20 その他融資等 2,975 -594 -16.7% 3,570

21 契約実行高 合計 17,296 +1,840 +11.9% 15,456

取引種類別契約実行高の詳細

（金額単位：億円）
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＜取引種類別＞
2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期

前期末比
（増減率）

1 リース 29,258 30,408 32,720 32,696 34,738 +6.2%

2 ファイナンスリース 14,476 14,803 15,147 15,439 15,798 +2.3%

3 オペレーティングリース 14,782 15,604 17,572 17,257 18,939 +9.7%

4 割賦 2,340 2,458 2,529 2,555 2,495 -2.4%

5 貸付・その他 13,810 13,397 13,516 13,840 13,231 -4.4%

6 営業資産残高 合計 45,409 46,264 48,765 49,092 50,464 +2.8%

＜国内外別＞

7 国内 31,181 31,474 32,085 32,601 31,340 -3.9%

8 リース 17,529 18,145 18,559 18,521 19,025 +2.7%

9 割賦 2,340 2,458 2,529 2,555 2,495 -2.4%

10 貸付･その他 11,309 10,869 10,996 11,525 9,820 -14.8%

11 海外 14,228 14,790 16,680 16,490 19,123 +16.0%

12 海外カスタマー 2,454 2,265 2,581 3,102 4,276 +37.8%

13 その他 11,774 12,525 14,099 13,388 14,847 +10.9%

14 営業資産残高 合計 45,409 46,264 48,765 49,092 50,464 +2.8%

営業資産残高の状況

（金額単位：億円）
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貸倒関連費用の状況

2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期
前期比
（増減額）

1 単体 -28 26 -29 0 -18 -18

2 国内子会社 1 23 4 15 9 -5

3 海外子会社 19 45 21 9 21 +12

4 総貸倒関連費用 合計 -8 94 -4 24 11 -12

＜個別・一般別＞

5 個別 17 95 0 21 27 +6

6 不動産関連 -16 29 -6 7 -12 -19

7 製造業 8 -1 -1 4 13 +9

8 運輸関連 7 31 16 7 -10 -17

9 その他 18 36 -9 3 36 +33

10 一般 -25 -1 -4 2 -15 -18

11 総貸倒関連費用 合計 -8 94 -4 24 11 -12

（金額単位：億円）

※ P.5に記載の与信コスト増減（-8億）との差異は、MDFの影響額

※
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 貸倒関連費用は期初予想を下回る水準で着地

 運輸関連や不動産関連にて戻入を計上



2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期
前期末比
（増減率）

1 借入金 22,180 21,694 23,951 24,447 24,920 +1.9%

2 円貨 14,309 14,189 14,494 14,706 13,522 -8.1%

3 外貨 7,871 7,504 9,457 9,741 11,398 +17.0%

4 CP 8,300 8,536 8,359 8,074 7,422 -8.1%

5 リース債権流動化 1,735 1,688 1,374 1,658 1,458 -12.1%

6 社債 6,887 7,168 7,735 8,337 10,603 +27.2%

7 円貨 3,975 3,850 4,520 4,960 5,835 +17.6%

8 外貨 2,912 3,318 3,215 3,377 4,768 +41.2%

9 合計 39,103 39,087 41,420 42,517 44,403 +4.4%

10 直接調達比率※1 43.3% 44.5% 42.2% 42.5% 43.9% +1.4P

11 外貨建て調達比率※2 27.6% 27.7% 30.6% 30.9% 37.0% +6.1P

資金調達構造

（金額単位：億円）

25
※1 全調達に占めるCP・リース債権流動化・社債の割合
※2 全調達に占める外貨による借入金・社債の割合

 個人投資家向け円建て社債や、北米投資家に販売可能な144Ａ/Regulation Sでの

ドル建て社債の継続発行等により、投資家層の裾野を拡大



2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3月期

14年4月~15年3月 15年4月~16年3月 16年4月~17年3月 17年4月~18年3月 18年4月~19年3月

1 売上高
742,452 825,845 838,886 869,948 864,224

+3.4% +11.2% +1.6% +3.7% -0.7%

2 賃貸料収入
604,062 674,118 692,125 706,615 700,982

+4.2% +11.6% +2.7% +2.1% -0.8%

3 割賦売上高
83,408 85,673 92,232 94,668 89,451

+0.2% +2.7% +7.7% +2.6% -5.5%

4 営業貸付収入
33,892 34,162 33,655 35,018 29,597

-3.4% +0.8% -1.5% +4.1% -15.5%

5 その他の売上高
21,089 31,890 20,872 33,646 44,193

+7.2% +51.2% -34.5% +61.2% +31.3%

6 売上原価
609,172 659,846 688,655 713,779 705,904

+3.4% +8.3% +4.4% +3.6% -1.1%

7
売上原価／売上高
（売上高売上原価率）

82.0% 79.9% 82.1% 82.0% 81.7%

-0.1P -2.1P +2.2P -0.0P -0.4P

8 賃貸原価
493,797 532,530 555,521 563,429 549,214

+3.5% +7.8% +4.3% +1.4% -2.5%

9 割賦原価
76,195 78,931 85,766 88,132 83,308

+0.4% +3.6% +8.7% +2.8% -5.5%

10 資金原価
28,254 38,991 35,703 43,722 49,494

+9.1% +38.0% -8.4% +22.5% +13.2%

11 その他の売上原価
10,924 9,392 11,663 18,494 23,886

+8.6% -14.0% +24.2% +58.6% +29.2%

12 売上総利益
133,279 165,998 150,231 156,169 158,320

+3.6% +24.5% -9.5% +4.0% +1.4%

13
売上総利益／売上高
（売上高売上総利益率）

18.0% 20.1% 17.9% 18.0% 18.3%

+0.1P +2.1P -2.2P +0.0P +0.4P

*下段の%、P（ポイント）は前期比を掲載

連結損益計算書関連項目 - 1

（金額単位：百万円）
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※

※ 中古機械等の仕入販売、不動産等の出資配当金、売電収入等を含む

※



2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3月期

14年4月~15年3月 15年4月~16年3月 16年4月~17年3月 17年4月~18年3月 18年4月~19年3月

14 従業員数 2,729 2,828 2,969 3,126 3,217

15 一人あたり売上総利益
48.8 58.7 50.6 49.9 49.2

-4.7% +20.2% -13.8% -1.3% -1.5%

16 販売費及び一般管理費
63,042 77,726 71,119 76,883 77,949

-0.6% +23.3% -8.5% +8.1% +1.4%

17 人件費
27,881 32,232 33,790 36,453 36,899

+5.2% +15.6% +4.8% +7.9% +1.2%

18 物件費
31,692 34,873 33,461 35,482 37,689

+5.1% +10.0% -4.1% +6.0% +6.2%

19 貸倒引当金
3,468 10,619 3,867 4,946 3,360

-48.5% +206.2% -63.6% +27.9% -32.1%

20 OHR
44.7% 40.4% 44.8% 46.1% 47.1%

+0.7P -4.3P +4.3P +1.3P +1.0P

21 営業利益
70,237 88,272 79,112 79,285 80,371

+7.6% +25.7% -10.4% +0.2% +1.4%

22
営業利益／売上高
（売上高営業利益率）

9.5% 10.7% 9.4% 9.1% 9.3%

+0.4P +1.2P -1.3P -0.3P +0.2P

23 経常利益
75,380 92,672 84,731 86,177 87,605

+8.0% +22.9% -8.6% +1.7% +1.7%

24 特別利益
1,129 663 4,257 2,926 7,086

+1,213.3% -41.2% +541.6% -31.3% +142.1%

25 特別損失
64 3,236 2,517 836 1,136

-97.9% +4,921.1% -22.2% -66.8% +35.8%

26
親会社株主に帰属する
当期純利益

44,068 54,631 53,157 63,679 68,796

+17.0% +24.0% -2.7% +19.8% +8.0%

連結損益計算書関連項目 - 2
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（金額単位：百万円）

*下段の%、P（ポイント）は前期比を掲載



2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期

15年3月末 16年3月末 17年3月末 18年3月末 19年3月末

1 純資産合計
621,344 642,366 686,378 731,124 778,582

+16.3% +3.4% +6.9% +6.5% +6.5%

2 総資産額
5,035,676 5,121,253 5,388,844 5,552,712 5,790,929

+12.0% +1.7% +5.2% +3.0% +4.3%

3 営業資産残高
4,540,920 4,626,455 4,876,553 4,909,279 5,046,490

+13.0% +1.9% +5.4% +0.7% +2.8%

4 内リース
2,925,880 3,040,849 3,272,018 3,269,679 3,473,810

+24.1% +3.9% +7.6% -0.1% +6.2%

5 内割賦
234,023 245,882 252,907 255,553 249,500

+2.9% +5.1% +2.9% +1.0% -2.4%

6 内貸付
1,257,593 1,241,831 1,245,555 1,233,218 1,114,470

-2.4% -1.3% +0.3% -1.0% -9.6%

7 内その他
123,423 97,892 106,072 150,827 208,708

-14.3% -20.7% +8.4% +42.2% +38.4%

8 破産更生債権等
33,434 27,921 34,144 34,892 27,286

+0.6% -16.5% +22.3% +2.2% -21.8%

9 貸倒引当金 14,134 16,302 16,365 15,658 15,103

10 ネット破産更生債権等
19,300 11,618 17,779 19,234 12,183

-6.9% -39.8% +53.0% +8.2% -36.7%

28

（金額単位：百万円）

*下段の%、P（ポイント）は前期末比を掲載

連結貸借対照表関連項目 - 1



2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期

15年3月末 16年3月末 17年3月末 18年3月末 19年3月末

11 自己資本比率
11.8% 12.0% 12.2% 12.7% 13.0%

+0.4P +0.2P +0.2P +0.5P +0.3P

12 ROE
8.0% 9.0% 8.4% 9.3% 9.4%

+0.1P +1.0P -0.6P +0.9P +0.1P

13 ROA
0.9% 1.1% 1.0% 1.2% 1.2%

+0.0P +0.2P -0.1P +0.2P +0.0P

14 有利子負債
3,910,324 3,908,736 4,142,073 4,251,769 4,440,352

+12.2% 0.0% +6.0% +2.6% +4.4%

15 間接調達
2,218,009 2,169,456 2,395,158 2,444,766 2,492,008

+13.6% -2.2% +10.4% +2.1% +1.9%

16 直接調達
1,692,314 1,739,279 1,746,914 1,807,002 1,948,344

+10.5% +2.8% +0.4% +3.4% +7.8%

17 内CP
830,000 853,600 835,900 807,400 742,200

+8.9% +2.8% -2.1% -3.4% -8.1%

18 内リース債権流動化
173,539 168,869 137,484 165,897 145,842

+5.6% -2.7% -18.6% +20.7% -12.1%

19 内社債
688,774 716,809 773,530 833,705 1,060,302

+13.9% +4.1% +7.9% +7.8% +27.2%

20 直接調達比率
43.3% 44.5% 42.2% 42.5% 43.9%

-0.7P +1.2P -2.3P +0.3P +1.4P

連結貸借対照表関連項目 - 2
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（金額単位：百万円）

*下段の%、P（ポイント）は前期末比を掲載



2019/3期
三菱UFJリース（MUL）

（単体）

日医リース
MUL持分割合： 100%

ディー・エフ・エル・リース
MUL持分割合： 80%

【ヘルスケア事業部門】 【国内カスタマー】

金額 前期比 金額 前期比 金額 前期比

売上高 474,081 +1.0% 36,887 +0.3% 21,773 +0.8%

売上総利益 65,553 +5.8% 3,069 +3.9% 1,752 +1.0%

営業利益 27,460 +1.0% 1,093 +35.5% 844 +132.2%

経常利益 50,791 +32.2% 1,183 +35.0% 930 +129.9%

純利益 46,279 +54.8% 772 +35.6% 598 +116.9%

2019/3期 金額 前期末比 金額 前期末比 金額 前期末比

営業資産 3,102,098 +4.8% 100,586 +2.3% 67,280 -0.1%

総資産 4,236,814 +7.2% 103,045 +2.5% 68,918 -0.6%

純資産 497,324 +3.3% 15,236 +5.3% 14,643 +23.8%

2019/3期

神鋼リース
MUL持分割合： 80%

カシオリース
MUL持分割合： 80%

ひろぎんリース
MUL持分割合： 80%

【国内カスタマー】 【国内カスタマー】 【国内カスタマー】
金額 前期比 金額 前期比 金額 前期比

売上高 28,924 -1.5% 8,849 -23.0% 21,282 +25.5%

売上総利益 2,045 -4.5% 783 -18.7% 2,451 +31.5%

営業利益 665 -11.7% 147 -37.1% 1,131 +34.7%

経常利益 695 -11.8% 182 -32.3% 1,264 -34.3%

純利益 401 -24.1% 116 -34.1% 892 -45.9%

2019/3期 金額 前期末比 金額 前期末比 金額 前期末比

営業資産 91,668 +1.0% 8,329 -73.4% 67,638 +7.7%

総資産 97,030 +0.5% 15,924 -50.8% 70,137 +7.7%

純資産 9,605 +4.1% 12,265 +1.0% 14,189 +6.4%

国内主要連結構成会社の決算概要 - 1

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）
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国内主要連結構成会社の決算概要 - 2

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）

2019/3期

首都圏リース
MUL持分割合： 71%

中京総合リース
MUL持分割合： 70%

ディーアールエス
MUL持分割合： 100%

【国内カスタマー】 【国内カスタマー】 【国内カスタマー】
金額 前期比 金額 前期比 金額 前期比

売上高 34,581 +3.5% 6,580 -8.1% 25,733 -0.8%

売上総利益 4,173 +9.5% 488 -11.1% 2,755 +16.8%

営業利益 1,537 -7.6% 144 -12.8% 999 +54.9%

経常利益 1,625 -6.7% 182 -4.8% 1,001 +55.3%

純利益 1,123 -6.0% 119 -4.6% 689 +56.6%

2019/3期 金額 前期末比 金額 前期末比 金額 前期末比

営業資産 151,475 +6.6% 16,433 -3.4% 52,025 +6.6%

総資産 158,529 +5.5% 17,216 -4.2% 54,698 +6.1%

純資産 18,871 +13.0% 6,006 +1.7% 7,348 +10.4%

2019/3期

ダイヤモンドアセットファイナンス
MUL持分割合： 100%

御幸ビルディング
MUL持分割合： 98%

MULプロパティ
MUL持分割合： 100%

【不動産事業部門】 【不動産事業部門】 【不動産事業部門】

金額 前期比 金額 前期比 金額 前期比

売上高 9,865 +40.9% 9,838 +35.4% 24,788 -31.2%

売上総利益 4,813 +10.2% 4,806 +24.0% 5,444 +32.9%

営業利益 2,966 +6.7% 4,213 +27.1% 4,032 +38.9%

経常利益 3,098 +6.1% 3,923 +29.3% 4,061 +38.5%

純利益 2,107 +4.6% 2,563 +29.8% 2,841 +36.4%

2019/3期 金額 前期末比 金額 前期末比 金額 前期末比

営業資産 233,947 +7.5% 67,966 +2.7% 147,752 +28.0%

総資産 236,217 +7.4% 70,313 +2.4% 212,488 +23.1%

純資産 34,489 +6.5% 30,244 +9.1% 16,007 +21.6%
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お問合せ先
コーポレートコミュニケーション部
TEL 03-6865-3002

当社ホームページアドレス
http://www.lf.mufg.jp/ （日本語）
http://www.lf.mufg.jp/english/ （英語）

お問合せ先など

Ⅰ

Ⅱ
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本資料に掲載している情報は、資料作成時点での当社の見解や入手している情報に基づく将来予測等が含まれ
ており、その情報の正確性や完全性を約束するものではありません。また、今後予告なしに変更されることが
あります。将来に関する事項については、様々な要因により異なる結果となる可能性があります。


